
 

【 令和３年度 第６回宮城地方最低賃金審議会 資料一覧 】 

  

 

資  料 

 

 １ 令和３年度最低賃金審議状況一覧表 

 ２ 宮城県の最低賃金の推移一覧表 

 ３ 宮城県の最低賃金に係る影響率、未満率の推移 

 ４ 令和３年度最低賃金の周知に係る取組状況 

 ５ 最低賃金の履行確保に係る監督実施結果の推移（平成 20 年～令和４年） 

６ 令和３年度宮城県特定最低賃金適用事業場数及び適用労働者数 

７ 令和４年度における宮城県特定最低賃金の改正等に係る申出の意向表明状況 

８ 最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業に係る取組状況（令和３年度） 

 

 

参考資料 

 

 １ 最低賃金の履行確保に係る監督指導結果（令和３年６月 29 日記者発表） 

 ２ 宮城県最低賃金改正諮問に係る審議会開催案内（令和３年６月 22 日記者発表） 

 ３ 令和３年度宮城県最低賃金の改正答申（令和３年８月５日記者発表） 

 ４ 10 月 1 日から最低賃金が８５３円に改正が決定（令和３年９月１日記者発表） 

 ５ 10 月 1 日から８５３円に改正、周知広報の取組（令和３年９月 30 日記者発表） 

 ６ 12 月 15 日から宮城県特定最低賃金が改正（令和３年 12 月 13 日記者発表） 

７ 封筒シール・最低賃金周知用のぼり旗（写真） 

８ 令和３年度版「宮城県の最低賃金」リーフレット 



宮　城　労　働　局
1　最低賃金審議会　本審

第　１　回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回

3.6.29（公開） 3.7.20（公開） 3.8.5（公開） 3.8.23(公開） 3.9.28(公開） 4年3月(書面開催）

　諮問　　　　３．６．２９ 第　１　回 第２回 第３回 第４回

　答申　　　　３．８．５ 3.7.20 3.7.29 3.8.2 3.8.5

　時間額　　　８５３円 　適用使用者数　　７３，０１８人

　適用労働者数　９０９，９００人

　引上げ額　　

　　　　時間額　　２８円

　官報公示　　３．９．１

　発効日　　 　３．１０．１
（法定どおり）

　諮問　　（３．８．２３） 第　１　回 第２回 第３回

　答申　　（３．１０．８） 3.10.4 3.10.6 3.10.8

　時間額　　　９５３円　　　　 　適用使用者数　　　　　　１６人

　引上げ額　 　適用労働者数　　　１，７８０人

　　　　時間額　２８円

　官報公示　３．１１．９　

　発効日　　 ３．１２．１５　　

（指定日）

　　　　　　　

　諮問　　（３．８．２３） 第１回 第２回 第３回

　答申　  （３．１０．１２）　　　　 3.9.28 3.10.8 3.10.12

　時間額　　　８９０円　　　　　　　　 　適用使用者数　　　　　２７６人

　引上げ額 　 　適用労働者数　　１５，６２０人

　　　　時間額　２６円

　官報公示　３．１１．１１　

　発効日　   ３．１２．１５

（指定日）

　　　　　　　

　諮問　　（３．８．２３） 第　１　回 第２回 第３回

　答申　　（３．１０．１１） 3.10.6 3.10.7 3.10.11

　時間額　　　９１８円 　適用使用者数　　　　９５７人

　引上げ額 　適用労働者数　　８，３２０人

　　　　時間額　２７円

　官報公示　３．１１．１０　

　発効日　 　３．１２．１５

（指定日）

　　　　　　　

①　最低賃金に関する基礎調査における集計
　　誤りについて（報告）
②　今年度の地域別最低賃金の審議への影
　　響について
　　（今回の集計誤りを理由として、再審議の
　　　必要まではないとの結論）

①　特定最低賃金の審議状況について
　　（報告）
②　最低賃金の周知に係る取組状況について
　　（報告）
③　最低賃金の履行確保にかかる取組状況
　　について（報告）
④　令和４年度 宮城県特定最低賃金の改正
　　等に係る申出の意向表明状況について
　　（報告、３業種とも意向表明あり）
⑤　最低賃金引上げに向けた中小企業への
　　支援事業に係る取組状況について
　　（報告）

①　金額審議
　　　+28円の公益委員見解で採決、
　　　賛成多数で決議　（専門部会報告とする）

令和３年度　最低賃金審議状況一覧表（地域・特定最賃決定までの経過）

審議会等回数

　　件　　名

本　　審　　議　　会

①　会長等選出
　　（会長工藤委員、会長代理内藤委員）
②　宮城地方最低賃金審議会運営規定等改
　　正について （改正案のとおり改正）
③　宮城県最低賃金の改正決定の諮問
④　宮城県最低賃金専門部会の設置及び廃
　　止並びに関係者からの意見聴取について
　　（専門部会を設置する、意見聴取を行う）
⑤　最賃審議会令6条5項の取り扱いについて
　　（全会一致の場合適用とする）
⑥　特定最低賃金について
　　（必要性の有無の審議は本審で行う）
⑦　会議資料の説明

①　令和３年度地域別最低賃金額改定の目
　　安の伝達
②　令和３年度宮城県最低賃金の審議に臨
　　む労使委員の基本的主張
③　最賃法第25条に係る関係者からの意見
　　聴取（医労連、県労連から1名ずつ聴取）
④　宮城県特定最低賃金の適用労働者数等
　　について （報告）
⑤　宮城県特定最低賃金改正決定の必要性
　　の有無について （諮問）
⑥　宮城県特定最低賃金関係労使の意見聴
　　取について （意見聴取を行う）
⑦　会議資料の説明

①　宮城県最低賃金専門部会報告及び採決
　　（賛成多数⇒専門部会報告を答申とする）

①　審議会意見に対する異議申出について
　　（３件の意義申出があり、いずれも棄却）
②　特定最低賃金の改正決定の必要性の
　　有無について
　　（３業種とも必要性ありで答申）
③　特定最低賃金改正決定について
　　（諮問）
⑤　最賃審議会令6条5項の取り扱いについて
　　（全会一致の場合適用とする）
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①　部会長等の選出
　　（部会長工藤委員・部会長代理桑原委員）
②　専門部会運営規程について （本日施行）
③　専門部会の公開について
　　（非公開とし、議事要旨を公開）
④　意見聴取の取り扱いについて
　　（関係労使が委員のため意見聴取しない）
⑤　賃金実態調査結果報告
⑥　労使の基本的主張
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議（労使+26円で合意）
②　+26円で全会一致　答申

2　地域別最低賃金専門部会

県
　
最
　
賃

①　部会長等の選出
　　（部会長工藤委員、部会長代理内藤委員）
②　宮城地方最低賃金審議会専門部会運営
　　規程について （本日施行）
③　宮城県最低賃金専門部会の公開につい
　　て（非公開とし議事要旨を公開）
④　賃金改定状況調査結果を説明
⑤　宮城県最低賃金の改定審議資料説明
⑥　令和３年賃金実態調査結果説明
⑦　金額審議（労+30円、使+0円）

①　金額審議（労+30円、使+0円） ①　金額審議（労+30円、使+0円）
　　+28円の公益委員見解を示す

自
動
車
小
売
業

①　部会長等の選出
　　（部会長内藤委員・部会長代理工藤委員）
②　専門部会運営規程について （本日施行）
③　専門部会の公開について
　　（非公開とし、議事要旨を公開）
④　意見聴取の取り扱いについて
　　（関係労使が委員のため意見聴取しない）
⑤　賃金実態調査結果報告
⑥　労使の基本的主張
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議（労使+27円で合意）
②　+27円で全会一致　答申

3　特定最低賃金専門部会

鉄
　
鋼
　
業

①　部会長等の選出
　　（部会長熊谷委員・部会長代理内藤委員）
②　専門部会運営規程について （本日施行）
③　専門部会の公開について
　　（非公開とし、議事要旨を公開）
④　意見聴取の取り扱いについて
　　（関係労使が委員のため意見聴取しない）
⑤　賃金実態調査結果報告
⑥　労使の基本的主張
⑦　金額審議

①　金額審議 ①　金額審議（労使+28円で合意）
②　+28円で全会一致　答申



時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円）

発効年月日 引上率（％） 発効年月日 引上率（％） 発効年月日 引上率（％） 発効年月日 引上率（％）

６７４円 12 ７８０円 9 ７４３円 5 ７４６円 6

H22.10.24 1.81 H22.12.15 1.17 H22.12.15 0.68 H22.12.15 0.81

６７５円 1 ７８１円 1 ７４４円 1 ７４７円 1

H23.10.29 0.15 H23.12.15 0.13 H23.12.15 0.13 H23.12.15 0.13

６８５円 10 ７８８円 7 ７４９円 5 ７５４円 7

H24.10.19 1.48 H24.12.15 0.9 H24.12.15 0.67 H24.12.15 0.94

６９６円 11 ７９８円 10 ７５７円 8 ７６３円 9

H25.10.31 1.61 H25.12.15 1.27 H25.12.19 1.07 H25.12.15 1.19

７１０円 14 ８１１円 13 ７６９円 12 ７７８円 15

H26.10.16 2.01 H26.12.15 1.63 H26.12.19 1.59 H26.12.15 1.97

７２６円 16 ８２７円 16 ７８３円 14 ７９５円 17

H27.10.3 2.25 H27.12.13 1.97 H27.12.18 1.82 H27.12.25 2.19

７４８円 22 ８４７円 20 ７９８円 15 ８１５円 20

H28.10.5 3.03 H28.12.15 2.42 H28.12.15 1.92 H28.12.15 2.52

７７２円 24 ８７２円 25 ８１９円 21 ８４０円 25

H29.10.1 3.21 H29.12.15 2.95 H29.12.15 2.63 H29.12.15 3.07

７９８円 26 ８９８円 26 ８４１円 22 ８６５円 25

H30.10.1 3.37 H30.12.20 2.98 H30.12.20 2.69 H30.12.20 2.98

８２４円 26 ９２３円 25 ８６２円 21 ８９０円 25

R1.10.1 3.26 R1.12.15 2.78 R1.12.15 2.5 R1.12.15 2.89

８２５円 1 ９２５円 2 ８６４円 2 ８９１円 1

R2.10.1 0.12 R2.12.15 0.22 R2.12.20 0.23 R2.12.24 0.11

８５３円 28 ９５３円 28 ８９０円 26 ９１８円 27

R3.10.1 3.39 R3.12.15 3.03 R3.12.15 3.01 R3.12.15 3.03

R2

R3

H30

H28

H29

H27

R1

宮城県の最低賃金の推移一覧表
（宮城県最低賃金及び宮城県特定最低賃金改定状況）

年度

地 域 別 最 低 賃 金 特　定　最　低　賃　金

宮城県 鉄鋼業 電子部品等製造業 自動車小売業

H26

H25

H24

H23

H22

資料２



時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円） 時間額 引上額（円）

未満率 影響率 未満率 影響率 未満率 影響率 未満率 影響率

６７４円 12 ７８０円 9 ７４３円 5 ７４６円 6

1.47 3.86 0.08 0.78 9.11 9.63 3.35 3.35

６７５円 1 ７８１円 1 ７４４円 1 ７４７円 1

1.58 1.67 7.69 8.08 8.92 9.11 1.39 1.39

６８５円 10 ７８８円 7 ７４９円 5 ７５４円 7

3.69 10.41 0.39 0.39 6.41 7.32 0.90 1.13

６９６円 11 ７９８円 10 ７５７円 8 ７６３円 9

2.58 4.52 2.00 2.03 6.21 16.60 3.48 4.00

７１０円 14 ８１１円 13 ７６９円 12 ７７８円 15

4.32 10.85 0.00 0.00 4.96 8.90 1.34 1.90

７２６円 16 ８２７円 16 ７８３円 14 ７９５円 17

1.74 7.55 0.51 0.93 7.87 16.62 1.40 2.55

７４８円 22 ８４７円 20 ７９８円 15 ８１５円 20

2.57 7.39 0.40 0.80 4.53 9.30 2.30 3.28

７７２円 24 ８７２円 25 ８１９円 21 ８４０円 25

1.41 11.52 0.00 0.24 7.45 16.97 3.64 4.43

７９８円 26 ８９８円 26 ８４１円 22 ８６５円 25

1.78 8.95 0.00 2.97 5.11 15.10 0.56 1.85

８２４円 26 ９２３円 25 ８６２円 21 ８９０円 25

1.73 14.03 1.03 2.06 3.73 28.17 2.56 4.04

８２５円 1 ９２５円 2 ８６４円 2 ８９１円 1

1.45 6.31 0.00 0.00 10.38 15.43 2.60 3.18

８５３円 28 ９５３円 28 ８９０円 26 ９１８円 27

1.18 17.98 0.00 0.00 1.90 18.70 2.61 5.02

R2

R3

H26

H27

H28

H29

H30

R1

H22

H23

H24

H25

宮城県の最低賃金の未満率、影響率
（宮城県最低賃金及び宮城県特定最低賃金改定状況）

年度

地 域 別 最 低 賃 金 特　定　最　低　賃　金

宮城県 鉄鋼業 電子部品等製造業 自動車小売業

資料３

未満率：最低賃金を改正する前に、最低賃金を下回っている労働者の割合
影響率：最低賃金を改定した後に、改定後の最低賃金を下回ることとなる労働者の割合



令和３年度最低賃金の周知に係る取組状況 

 

１  プレスリリース（記者発表） 

（１）最低賃金を中心とした監督指導結果の公表（参考資料１） 

６月 29 日、令和２年度（令和３年１月～３月）に実施した最低賃金の履行確保

に係る監督指導結果を公表した。 

(244 件実施、うち最賃違反 15 件、違反率 6.1％。(前年比 9.3 ポイント減少)) 

 

（２）地域別最低賃金の周知 

①６月 22日、第１回最賃審議会（6/29）を開催し改正諮問する旨（参考資料２） 

②８月５日、第３回最賃審議会にて答申（853 円に改正）された旨（参考資料３） 

③９月１日、10月１日から 853 円に改正されることが決定した旨（参考資料４） 

④９月 30日、改めて 10月１日から改正の旨、周知広報の取組の旨（参考資料５） 

 

（３）特定最低賃金の周知 

12 月 13 日、３業種の特定最低賃金が 12月 15 日に改正される旨。（参考資料６） 

 

２  自治体が発行する広報誌を利用した周知 

地域別最低賃金及び特定（産業別）最低賃金のそれぞれの官報公示日直後に、広報

紙への掲載枠の確保、最賃改正の最新情報の提供をメールで依頼した。その後、未掲

載の自治体に対し電話により追加で依頼。結果、県・市町村 36自治体中 33 自治体の

広報誌に掲載された。（掲載率 91.7％） 

 

３  商工会議所、商工会等使用者団体が発行する機関誌を利用した周知 

自治体への依頼方法に準じて、県内各商工会議所、商工会等に対して地域別最低賃

金及び特定最低賃金の改正に合わせてメールで周知を依頼した。また、周知用リーフ

レット（本省作成、宮城局作成）等を送付して、機関誌等を利用した会員への周知要

請を行った。 

 

４  ポスター、リーフレットによる周知 

（１）地域別最低賃金（10 月 1 日から 853 円に改正の旨） 

①令和３年９月 27 日から順次発送 

②送付先は、計 977 機関・団体等 

県内自治体（36 か所）、役場出張所、労働基準協会、労働災害防止団体、商工会

議所、商工会、民主商工会、使用者団体、商店街振興組合、労働団体、広報雑誌

社、教育関係団体、高校・大学・専修学校等、スーパー本部、コンビニ地域本部、

資料４ 



県下図書館、道の駅、派遣団体等 

（個別に送付した、最低賃金減額特例許可を受けている事業場（130 件）、過去 5

年間の法令違反指導事業場（150 件）を含む） 

 

（２）特定最低賃金（12 月 15 日から改正の旨） 

 ①令和２年 12月 14 日から順次発送 

②送付先は、計 822 機関・団体等。 

上記 977 機関・団体等のうち、団体は特定最低賃金適用産業に関するものに限定。 

（個別に送付した、電子部品等製造業 355 事業場、鉄鋼業 13 事業場、自動車小

売業 244 事業場(外車新車・中古車・自動車部品販売業者含む)を含む。） 

 

５ ローカルＦＭ放送による周知（10 月 1 日から 853 円に改正の旨） 

宮城県最低賃金についてローカルＦＭ放送局、県内 10 社に対して放送依頼を行った。

そのうち７社で放送された。 

 

６ その他の取組みによる周知  

（１）宮城労働局、各労働基準監督署及びハローワークの庁舎内に俳優ののんさんの画像

を使用した最低賃金改正の周知用のぼり旗を設置。 

 宮城労働局、各労働基準監督署及びハローワークで使用する封筒に貼る最低賃金額

を表示した「最低賃金シール」を作成して、事業場のみならず、労働者等に対しても

幅広く最低賃金額の周知徹底を図った。また、シールが傘下会員に対する周知に有効

だとしてシール提供の依頼があった団体にシールを提供した。 

（参考資料７） 

（２）宮城労働局メールマガジンにおいて、最低賃金改正広報を行った。併せて宮城労働局

ＨＰ（ホームページ）のトップ画面に最低賃金額を表示したバナーを設け、そこに最低

賃金に関する資料や情報、賃金引上げのための助成金等の各種支援策を情報提供した。 

（３）特定最低賃金の適用業種及び適用対象労働者をわかりやすく周知するため、特定最低

賃金リーフレットに業種コードとその名称、対象労働者にかかる留意事項を追加掲載し

た。（参考資料８） 

（４）キャリア支援センター等でＳＮＳにより情報発信している県内 10大学（今年度 1大
学増やした）に対し、改正最低賃金についてＳＮＳによる情報発信を依頼した。 

 
７ ＪＲ主要駅へのポスター掲示による周知（厚生労働本省が実施） 
宮城県内のＪＲ主要１１駅（仙台、あおば通、名取、南仙台、長町、岩沼、多賀城、小

鶴新田、中野栄、陸前高砂、古川）に 10/1 の発効日に合わせ一週間（9/27～10/3）ポス

ターを掲示。 



年
監督実施
事業場数

旧法第5
条、法第4
条
違反事業
場数

違反率
適用される
最賃額を
知っている

金額は知ら
ないが最賃
が適用され
ることは
知っていた

最賃が適用
されること
を知らな
かった

監督実施
事業場の
労働者数

最低賃金
未満

労働者数

未満
労働者数の
比率

（％） （％）

20 257 24 9.3 47.9 50.6 1.6 2,720 72 2.6

21 124 37 29.8 56.5 42.7 0.8 2,274 166 7.3

22 192 35 18.2 56.3 42.2 1.5 2,969 206 6.9

23 206 42 20.4 54.9 43.7 1.4 2,596 125 4.8

24 196 9 4.6 59.2 39.8 1.0 2,059 27 1.3

25 244 30 12.3 40.0 56.6 3.4 2,089 77 3.7

26 200 13 6.5 68.0 30.5 1.5 1,831 80 4.4

27 194 28 14.4 62.9 36.6 0.5 1,720 77 4.5

28 205 29 14.1 71.7 23.9 4.4 2,311 126 5.5

29 279 41 14.7 64.9 34.4 0.7 2,769 105 3.8

30 249 32 12.9 84.3 14.9 0.8 2,212 86 3.9

31 266 39 14.7 86.5 13.2 0.3 2,724 131 4.8

2 195 30 15.4 91.8 8.2 0.0 1,663 56 3.4

3 244 15 6.1 88.1 11.9 0.0 1,939 27 1.4

4 209 34 16.3 58.8 32.4 8.8 1,474 74 5.0

(注)

法違反の状況 最低賃金額未満労働者の状況法違反の認識状況(%)

１　平成20年以前は、旧法第5条、平成21年以降は、法第4条違反の事業場数である。
　（法第4条第1項「使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金
　　額以上の賃金を支払わなければならない。」旧法第5条も同文である。）

２　令和４年は2月末現在の数値である。

  　最低賃金の履行確保に係る監督実施結果の推移(平成20年～令和４年）
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令和３年度 宮城県特定最低賃金適用事業場数及び適用労働者数 

 

 

 

 適用事業場数 適用労働者数 

鉄 鋼 業 
13 

（16） 

1,400 

（1,780） 

電子部品･デバイス･電子回路､

電気機械器具､情報通信機械器

具製造業 

305 

（276） 

15,640 

（15,620） 

自動車小売業 
940 

（957） 

8,300 

（8,320） 

産業別最低賃金合計 
1,258 

（1,249） 

25,340 

（25,720） 

 

  ※ 令和３年 12 月 1 日現在の集計数である。 

  ※ 平成 28 年経済センサス活動調査（母集団ＤＢ（H30））を基に推計したもの 

である。 

  ※ カッコ内は前年度の数字である。 
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令和４年度における宮城県特定最低賃金の改正等に係る申出の意向表明状況 

 
改正 

新設 

廃止 

等の別 

件名・適用対象業種の範囲 
意向表明 

年月日 

意向表明者 

（団体名を含む） 

適用事業所数 

適用労働者数 

(Ｒ3.12.1 現在） 

改正 

宮城県鉄鋼業最低賃金 

鉄鋼業（高炉による製鉄業、銑鉄鋳物製造業(鋳鉄管，可鍛鋳鉄を除く)、

可鍛鋳鉄製造業、その他の鉄鋼業及びこれらの産業において管理，補助

的経済活動を行う事業所を除く。以下同じ。）又は純粋持株会社（管理す

る全子会社を通じての主要な経済活動が鉄鋼業に分類されるものに限

る。） 

令和４年 

 ３月９日 

基幹労連宮城県本部 

委員長 青田 浩一 

１３ 

 

１，４００ 

宮城県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器

具製造業最低賃金 

電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信

機械器具製造業又は純粋持株会社（管理する全子会社を通じての主要な

経済活動が電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業

又は情報通信機械器具製造業に分類されるものに限る。） 

電機連合 

宮城地方協議会 

議長 佐藤 斉 

 

ＪＡＭ南東北 

宮城県連絡会 

会長 佐藤 俊晴 

３０５ 

 

１５，６４０ 

宮城県自動車小売業最低賃金 

自動車小売業（二輪自動車小売業(原動機付自転車を含む)を除く。以下

同じ。）、当該産業において管理、補助的経済活動を行う事業所又は純粋

持株会社（管理する全子会社を通じての主要な経済活動が自動車小売業

に分類されるものに限る。） 

自動車総連 

宮城地方協議会 

議長 杉山 剛 

９４０ 

 

８，３００ 
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最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業に係る取組状況（令和３年度） 

 

１ 専門家派遣・相談等支援事業について 

 (１)「宮城働き方改革推進支援センター」の設置 

ア 委託先：㈱ＴＭＣ経営支援センター 

  イ 開設日：毎日（土日祝祭日を除く） 

  ウ 相談受付等の実績（令和４年１月末現在） 

年 度 窓口相談の件数 派遣相談 

Ｈ27  80 件 ６件 

Ｈ28 162 件 33 件 

Ｈ29 185 件 18 件 

Ｈ30 355 件 169 件 

Ｒ１ 734 件 281 件 

Ｒ２ 403 件 99 件 

Ｒ３ 820 件 363 件 

   

 (２)周知と広報の取組み 

  センターの設置に関して、宮城労働局のＨＰ、メルマガでの公表や新

聞掲載、ＳＮＳでの発信の他、関係団体・各種団体等への広報等を行っ

た。 

  また、センターの実施する「個別相談」、「企業訪問相談」「セミナー開

催・講師派遣」等の事業に関する広報を随時実施した。 

   

２ 助成金について 

申請件数、交付決定・認定件数は別紙のとおり。 

業務改善助成金は設備投資等により生産性を向上させ、事業場内の最低賃金

の引き上げを図る事業者を支援するための助成金だが、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響下において、事業継続や雇用維持に尽力する中小企業の最低賃

金引上げに向けた支援のため、令和 3年 8 月と 10 月に要件緩和及び拡充が行

われ、令和 4年 1月からは特例コースが新設された。 

助成金について県内事業者に広く活用を促すため、令和 3年 6 月から 10 月

までに県内7か所（web含む）で開催した宮城労働局主催のセミナーにおいて、

働き方改革推進支援センターから業務改善助成金について説明し、活用を促し

た。 

また、助成金の周知資料は労働基準監督署、ハローワークに配架依頼を行い、

県内の労使団体や県、市町村に対しても広く周知依頼を行い、記事掲載等によ

資料８ 



り県民に幅広く周知した。 

  別途、年間を通じて宮城労働局職員が啓発指導等で事業所訪問した際にリ

ーフレット等の資料を持参して事業主に対し活用を促した。 

  その他、宮城労働局メールマガジン、宮城労働局ホームページ等の広報ツー

ルを使用した周知活動を積極的に行った。 



別紙 

 

令和３年度 賃金引上げに関する各種助成金の申請、決定状況 

令和４年２月末現在 

種  類 助成要件 申請件数（※） 交付決定・認定件数（※） 

業務改善助成金 

生産性向上のための設備投資など

を行って、事業場内の最低賃金を

一定額以上引き上げた場合 

通常コース ５５件 

特例コース  １件 

４３件 

０件 
令和２年度 １９件 

令和２年度 （－） 

令和２年度 １０件 

令和２年度 （－） 

キャリアアップ助成金 

(賃金規定等改定コース) 

いわゆる非正規雇用労働者の企業

内でのキャリアアップを促進する

ため正社員化、処遇改善の取組を

実施した場合 

３９件 ３９件 

令和２年度 ４６件 令和２年度 ４６件 

人材確保等助成金 

(人事評価改善等助成コース) 

生産性向上のための人事評価制度

と賃金制度を通じて、生産性の向

上、賃金アップ及び離職率の低下

を図る場合 

３６件 ３６件 

令和２年度 ２９件 令和２年度 ２７件 

※キャリアアップ助成金、人材確保等助成金については、計画届出件数及び計画認定件数を計上。 






